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都市探訪の途上

第1回  都市の発展を支えてきた
 鉄道の技術革新～これまでの50年とこれからの50年～

人口減少や少子高齢化が進み、コロナ禍を経て社会が大きく
変化するなか、都市の発展を支えてきた鉄道もさらなる変革
が求められています。本セミナーでは、これまでの都市鉄道
の変化を主として技術面から俯瞰的に振り返り、「今」を認
識するとともに、サステナブルな鉄道の展望について議論し
ます。

●●日  時  2024年7月16日（火） 夕方
●●形  式　ハイブリッドセミナー（参集型とオンラインの同時開催）

詳細が決まりましたら、ホームページ、メールでお知らせします。

2024年度  春の見学会
   「見て、愛で、感じる 東京都心散歩」
変貌しつつある東京都心部を歩き、今後の都市空間のあり方
を考える機会にしたいと思います。渋谷、麻布台、日本橋を
巡り、竹芝から日本橋間は船上から都心部の様子を見ていた
だきます。

●●見学先　渋谷ヒカリエ、渋谷スカイウェイ、MIYASHITA 

PARK、麻布台ヒルズ、日本橋、神宮外苑地区まちづくり
（説明のみ）、舟運体験（竹芝～日本橋）
●●日　程　2024年5月29日（水） 午後
●●行　程　2グループにわかれて見学する予定です。
　集合場所等の詳細が決まりましたら、メール等でお知らせ
いたします。

※なお、天候等の状況により内容に変更の可能性があります。
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鉄道へのモーダルシフトの現状

柴崎　本日はよろしくお願いします。
はじめに、JR貨物の高橋様より、モ
ーダルシフトに関する最近の状況や
御社の取組みについてご紹介頂けま
すか。

高橋　わが国におけるトラックから
鉄道、船舶へのモーダルシフトは、
かなり以前から必要性が叫ばれてい
るにもかかわらず、実際にはなかな
か進んでいないと認識しています。
現在の当社の最長の列車は26両編成
で、主力の12フィートコンテナ（積

載量5トン）ですと1両に5個積載でき
るので、26両で130個（650トン）、10

トントラック換算で65台分が一度に
運べるということになります。鉄道
は、トラックに比べると1人の運転
士で大量の貨物を輸送できるだけで
なく、CO2排出量が少ないことから

環境面でも優位性があります。また、
コンテナの取扱いが可能なJR貨物の
駅は北海道から九州・鹿児島まで全
国に約140あり、全国的なネットワ
ークを形成しています。他の輸送モ
ードと比較して環境優位性があり、
労働生産性も高い輸送モードが全国
ネットワークを有しているという点
で、モーダルシフトの担い手として
これまで期待されていたところです。
　しかし、現在の貨物鉄道輸送量は
伸び悩んでいます。大きな要因の1

つが、自然災害による輸送障害で
す。2018年7月の西日本豪雨のとき
には大動脈である山陽本線が100日
間止まり、お客様に大変なご迷惑を
おかけしました。自然災害による長
期寸断については、他にも東日本や
北日本でも水害や雪害によるものが
発生しています。さらにコロナ禍も
重なり、直近で輸送量が伸び悩む主

な要因になっています。
　2022年3月に国土交通省に設置さ
れた「今後の鉄道物流の在り方に関
する検討会」では、いろいろな課題
が整理され、今後の方針に関する中
間とりまとめが2022年7月に公表さ
れました1。鉄道へのモーダルシフト
を加速していくための叱咤激励の意
味を含めた様々な提言が盛り込まれ
たと受け止めています。またあわせ
て、物流の2024年問題が迫るなか、
政府から「物流革新緊急パッケー
ジ」2が昨年公表され、様々な取り組
みが挙げられています。その1つと

して、鉄道と船舶の輸送量を10年程
度で倍増する方針があり、これらの
輸送モードへの期待は一層高まって
いると感じています。当社としても
前述の検討会の議論を受け、KGIや

KPI3を設定して取り組みを進めてい
るところです。
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2024年4月1日より労働基準法の改正が行われ、物流の主要な担い手であるトラック運転手についても時間外労働時間の上
限が設定されました。輸送量を維持するためには運転手の増員が必要となり、人手不足が懸念されています。問題解決のため
の有力な手段のひとつとして、鉄道や内航海運へのモーダルシフトがあげられます。今回は、両分野の専門家をお招きして、モ
ーダルシフトの現状と展望についてお話し頂きます。

1　https://www.mlit.go.jp/tetudo/content/001493161.pdf
2　https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/buturyu_kakushin/pdf/kinkyu_package_1006.pdf
3　KGI（Key Goal Indicator）：重要目標達成指標。KPI（Key Performance Indicator）：重要業績評価指標であり、KGIを達成するための中間指標である。
Title Image: Created by modifying “Container freight train by JR Freight / EF210 type 100 series” （© Maeda Akihiko （Licensed under CC BY 4.0））https://creativecommons.org/licenses/by/4.0/
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況です。さらなる
技術開発による解
決などを引き続き
検討していきたい
と考えています。

内航海運へのモー
ダルシフトの現状

柴崎　次に、内航
業界のモーダルシ
フトに関するこれ
までの経緯や現状について、井本商運
社長の井本様よりご紹介頂けますか。
井本　当社は外航コンテナのフィー
ダー輸送（2次輸送）専門の船会社と
して、1973年に関西の神戸港と九州
の門司港を結ぶサービスから始ま
り、航路ネットワークの拡大や船の
大型化を継続してきました（写真1）。

国土交通省が2004年に始めたスーパ
ー中枢港湾政策のなかで、内航海運
を活用した地方からのコンテナ貨物
の集荷を促したことで、船体整備や
航路拡大が進みました。さらに2010

年から国際コンテナ戦略港湾政策に
発展し、阪神港と京浜港のハブ港と

しての地位を確立・維持させるべく、
地方からハブ港に積極的に貨物を集
める流れが加速し、当社もその流れ
に乗って事業を拡大してきました。
　私が入社した1982年当時は、当社
が輸送している外航コンテナのうち
50%くらいは空のコンテナでした。
今でも空コンテナは35%くらいを占
めます。当時から、空の外航コンテ
ナを国内輸送に利用できないかとい
う視点からモーダルシフトに取組ん
でいましたが、後述するバンニング・
デバンニング 4の問題やトラックに
比べて納期（輸送時間）に不安がある
という課題もあって、なかなか進み

柴崎　モーダルシフトが進まない理
由について、自然災害による被害の影
響やコロナ禍以外にもありませんか。
高橋　前述の検討会の中でも、たと
えば大型コンテナや海上コンテナの
輸送ニーズにもっと応えていく必要
があるとされています。私どもの主
力商品は小回りが利く12フィートの

国内コンテナですが、お客さまのニ
ーズの変化に応える商品を用意して
いく必要があると考えています。
柴崎　最近は国際海上コンテナの中
で背高コンテナについても対応を検
討されていると伺いました。
高橋　9フィート6インチの背高コン
テナについては、高さ制限のため、
国内の鉄道で現在輸送可能な区間は
東京～盛岡間に限定されています。
トンネルでの高さ制限の問題をクリ
アするために新しく低床貨車を製作
し、技術的課題は概ねクリアするレ
ベルまで来ていますが、特殊な技
術・部材を使うためイニシャルコス
トが高く、また車輪の半径が小さい
ため摩耗が激しくメンテナンス費用
もかさむということで、事業ベース
で考えると現状ではかなり厳しい状

元 国土技術政策総合研究所 
港湾沿岸海洋研究部 港湾新技術研究官

写真1　内航コンテナ船「なとり」

座談会 モーダルシフトは物流2024年問題の解決策となり得るか？

左から 杉村教授、柴崎准教授、高橋氏、井本氏 撮影｜小野田麻里
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ませんでした。その後「モーダルシ
フト」という言葉が本格的に出始め
たのは二十数年前で、当時はトラッ
クの運転手の労働環境の問題とし
て、きつい・汚いといったいわゆる
3K問題を、大量輸送機関にシフトす
ることで少しでも解決できないかと
いう流れだったと理解しています。
その後、自然環境問題の解決のため
のモーダルシフトに変わり、さらに
この数年は物流の2024年問題解決
や働き方改革のためのモーダルシフ
トというように、目的がどんどん変
わってきているように思います。
　ここでトラックから内航海運への
モーダルシフトの受け皿を考えると、
まずトラックをそのまま運ぶフェリ
ーがあり、これはトラックの延長線
上で橋みたいな役割ということもで
きると思います。次にヘッドを切り
離してシャーシだけを運ぶRORO船5

もあり、これらが内航海運への
モーダルシフトの基本的な受け
皿です。そのなかで当社はコン
テナ輸送、しかも外航（外国貿
易）のフィーダー輸送しか見てお
らず、ISO規格の20・40フィー

トのコンテナしか扱っていませ
ん（写真2）。同じコンテナ輸送で
も、JR貨物に代表される内貿
（国内）のコンテナ輸送では12フ

ィートや31フィートのコンテナ

が中心であり、そのサイズでイ
ンフラがどんどん整備されてい
ます。一方で1960年代から70

年代に外国から国際海上コンテ
ナが入り始めた時、ISO規格コ
ンテナに対応するインフラ整備

を求められた。結果として、日本の
コンテナ輸送は国内向けと ISOの2

つの規格が混在することになり、
各々の規格に対応するインフラ整備
がそれぞれ進んできてしまった状態
です。現在、ISO規格に基づく国際
海上コンテナが取り扱えるターミナ
ルは全国で70数港あり、当社はその
うち63港に寄港していますが、これ
らのターミナルでは12フィートや31

フィートのコンテナは取り扱えませ
ん。逆に20・40フィートのコンテナ

が鉄道で積めるかというと、先ほど
高橋さんが仰られたように整備は進
んでいると思いますが、高さ、トン
ネル、重量の様々な問題で難しい状
況であると理解しています。
　以前、12フィートコンテナのよう

な国内貨物を当社のコンテナ船で運
べないか議論したこともありますが、
トラックだと1～2日で運べるとこ
ろが海運だと5日から1週間かかっ

てしまい、納期の面で折り合わない
という状況があります。また、私た
ちはこれを過剰サービスと呼んでい
るのですが、国内輸送ではトラック
の運転手が荷物の積み降ろしもやっ
ています。これに対し、国際海上コ
ンテナ輸送では、コンテナの積み降
ろしは通常荷主側が行い、トレーラ
の運転手は客先までコンテナを届け
るだけで、荷物には一切触りませ
ん。この基準に合わせようとする
と、積卸施設の整備など荷主のコス
ト負担の増加につながるため、移行
がなかなか進まないという面もあり
ます。

　一方で、私の会社にも、2024年問
題を機に、トラックの運転手だった
方が船員になりたいと言って面接に
来ることがあります。つまり、過重
労働を気にしているトラック運転手
はすでに辞めていて、残っている運
転手は時間外労働含めた給料の良さ
を重視しているなかで、これから労
働時間をカットされて時間外給与が
減るのに過剰サービスが何も変わら
ないのであれば、もうやっていけな

いということのようです。先日、荷
主との会議の場でも、「メーカーの売
上高はここ4～5年で3～4割伸びた
が、物流費はこれまで1割くらいし
か伸びていない。これまではいかに
運送コストを抑えるかでやってきた
か、それでは物が運べなくなること

高橋秀仁　
日本貨物鉄道株式会社 執行役員営業統括部長

4　バンニングは輸出貨物をコンテナに詰め込む作業、デバンニングは輸入貨物をコンテナから取り出す作
業をさす。
5　RORO船：ROROはRoll-on/Roll-offの略で、貨物を積んだトラックやシャーシ（荷台）ごと輸送する船舶。

座談会 モーダルシフトは物流2024年問題の解決策となり得るか？

写真2　国際海上コンテナ
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を実感している。申し訳なかった。
これからはある程度運賃の改定をし
ていかないといけないと思ってい
る。」という話がありました。
　そうはいっても運賃がすぐにどん
どん上がるということにはなりませ
ん。荷主さんがモーダルシフトを考
えるうえでも、まず1番に運賃がリ
ーズナブルか、次いで輸送時間の早
さや貨物が確実に届くか、そして3

番目にやっと環境面への配慮となり
ます。たぶんJR貨物さんも同じよう
な感覚ではないかなと思いますが、
最近やっと環境の優先順位が上がっ
てきたかなと感じています。今後、
国や業界全体で、1番目に環境、2・

3番目にサービスやスピード、そし
て4番目に運賃という優先順位に荷
主の意識が変わっていかない限り、
モーダルシフトは進まないと思いま
す。「船で運んだらトラックよりも
CO2は少ないんです」と荷主さんに営
業しても、「それは当然や。それで運
賃は安いの？　納期は確実なの、3

日なら3日でちゃんと着くの？」とい
う反応では、なかなかモーダルシフ

トは進みません。

労働力不足と自動化

井本　ここでひとつ申
し上げておきたいの
は、労働者不足という
課題は内航海運も同じ
なんです。当社も昨年
の4月から、トラック
の運転手と同じよう
に、働き方改革の一貫
で内航船員の労働時間
の制約へ本格的に対応
しています。勤務時間
が上限に達したからと言って船を途
中で止めることはできないので、乗
組員を1人増やさないといけません。
内航船の船員は、最低でも免許を取
るまでに2年、船長になるには7～8

年かそれ以上かかるという点がトラ
ックと大きく違います。私はこうい
う時代が来ると思って、2017年から
新卒の自社船員を育成する方針でや
ってきたのですが、初年度に新卒で
採用した社員に昨年やっと一等航海
士と一等機関士の辞令を出すことが
できました。ここまで6年かかって
います。さらに船長になるにはあと
4～5年かかります。また、船は20

～30年使用するものであり、1隻何
十億円といった投資が必要で、将来
の貨物輸送需要をよく見通して判断
する必要があります。
　さらに、船は大型化するほど単位
当たりのコスト競争力が出るので、
船が大型化していくと、貨物の多い
港しか寄らなくなり、地方港にだん
だん寄らなくなります。RORO船や
フェリーは荷役が不要でトラックや
シャーシをそのまま運べるというメ

リットがある一方で、コンテナ船に
はデッドスペースが少なく、積載効
率が良いという特徴があります。た
とえば1万総トンのRORO船では12m

のシャーシが120～160台積めて、
TEU6換算では240～300TEUになり

ます。これに対し、コンテナ船は
7000総トンクラスでも600TEU積め
るので、地方港で地元の貨物（ベース
カーゴ）が少なくても、小型コンテナ
船なら就航できる可能性があります。
　一方で、船は海から陸には上がっ
ていけません。鉄道も一緒で、港や
駅から顧客の戸口まではトラック輸
送が必要です。長距離はできるだけ
船や鉄道で運んで、トラックが短距
離の輸送に特化することで、トラッ
クの運転手は1日で家に帰れる。こ
のような物流ネットワークの実現を
目指していくべきだと思っています。
柴崎　井本様より内航海運の労働者
不足のお話がありましたが、JR貨物
では如何でしょうか。
高橋　生産年齢人口が今後減ってい
くなかで、当社の採用状況も以前よ
りは厳しくなっています。より少な

井本隆之　井本商運株式会社 代表取締役社長

柴崎隆一　東京大学 准教授 6　TEUは20フィートで換算したコンテナ個数を表す単位である。

座談会 モーダルシフトは物流2024年問題の解決策となり得るか？
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い人数で現在のサービスが提供でき
るように、機械化・自動化による効
率的な輸送システムの実現に努めて
いきたいと考えています。たとえば
コンテナの積み下ろしに使用するフ
ォークリフトについても、自動運転
が理想ですが、現在ではオペレータ
ーの作業負荷軽減のためのセミオー
ト機能を取り入れることを計画して
います。構内用トラックの自動化や
貨物駅構内の入換用の機関車の遠隔
操縦についても勉強しているところ
です。

井本  内航海運の船員不足の問題に
関して、船舶の自動運航については
概ね実現できています。瀬戸内海等
の輻輳海域は難しいですが、たとえ
ば京浜港を出て北海道に行く場合は
輻輳海域はあまり通らないので、途
中の4時間だけ無人の自動運航にす
るというのは可能だと考えます。当
然、安全運転が第一優先なので、安
全を監視するシステムの開発も進め
る必要はあります。さらに、エンジ
ンのEV化にも取り組んでいきたいと
思っていまして、オール電気になれ
ば、CO2の排出量の軽減だけでなく、
機関士の削減や労務環境の改善にも
つながると考えています。

「物流の2024年問題」の影響は？

柴崎　物流の2024年問題について、
現在色々懸念されているところだと
思いますが、まず今年から来年くら
いのスパンでどのようなことが起き
そうと予想されていますでしょうか。
高橋　現時点では、物流の2024年問
題により鉄道・船舶へのモーダルシ
フトへの動きが加速しているのかと
いうと、その実感はありません。確
かにお客さまからのお問い合わせが

増えているのは間違いないですが、
太い流れにはなっておらず、現在は
今後来るその動きに対して準備をし
ているというのが実状です。その一
例として、トラックとの連携を進め
るべく、トラック輸送の中で相当の
シェアを占める10トントラックとほ

ぼ同等の積載容量である31フィート

の大型コンテナについて、2024年3

月のダイヤ改正で利用区間を拡大し
ています（図1）。さらに、今回のダ
イヤ改正では、中距離帯の輸送力の
充実を図っています。これまでの鉄
道コンテナ輸送の平均輸送距離は約
900kmであり、長距離帯を強みとし
て輸送サービスの充実を図ってきま
したが、たとえば東京－大阪間のよ

うな中距離帯についても、速達化や
輸送力強化などによる輸送サービス
の充実を併せて図っています。
井本　私の会社でも問い合わせはか
なり増えています。ただし実際に貨
物が増えるところまではまだいって
いません。新しい規制が4月にスタ
ートしても総労働時間の上限に達す
るまでに時間がかかるので、半年後
から年末くらいにかけて雰囲気が変
わることを期待しています。問い合
わせの中でひとつ障害になっている
のは、海上コンテナは、12フィート

コンテナのようにサイドからフォー

クリフトの作業ができず、後方から
の荷役となる点です。ウィング型の
海上コンテナも試作してみたのです
が、便利ではあるが製作費が非常に
高くなり、特殊な貨物にしか使えま
せん。またコストを下げるために、
空コンテナで内航貨物を運ぶことが
できないかというようなことも検討
しています。

　もうひとつは、危機管理対応への
取組みについてです。荷主はやはり
災害時に物流が止まってしまうこと
を心配しています。物流を止めな
い、企業のBCP（事業継続計画）のた

めに何ができるのか、という思いで、
さきほど高橋様がお話しされた西日
本豪雨の時も、当社は京浜、東海か
ら九州方面までの物流のバックアッ
プをさせていただきました。その後
お客さんはすっかり戻ってしまいま
した（笑）が、その時の経緯があった
ので、お客さんには「何かあった時
は使うよ」と言ってもらったりはし
ています。海は、地震や台風が来よ
うが、たとえ津波が来ても、1～2日
経てば自然に平時の状態に収まるの
で、海運は災害に対して強いモード
だと思っています。港の耐震対策が

座談会 モーダルシフトは物流2024年問題の解決策となり得るか？

杉村佳寿　神戸大学 教授

図1　10トントラックと同等の積載容量である31
フィートの大型コンテナ

10トントラックと31ftコンテナは
大きさ・ロットで親和性あり
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不十分だとクレーンが動かせない等
の問題は生じますが、岸壁が健全で
あれば、モービルクレーンを持ち込
んで作業することもできます。この
ような体制を構築して、支援・救援
物資の輸送を止めないようにするこ
とができると考えています。また災
害の後処理の際にも、海運は大量の
瓦礫の輸送にも役立つと思います。
高橋　今後はそれぞれの輸送機関の
得意な分野、役割を組み合わせるこ
とで物流全体として生産性を上げて
いくことが必要だと考えています。
弊社はこれを「モーダルコンビネー
ション」と呼んでいます。「モーダル
コンビネーション」により、それぞ

れの輸送モードの良いところを組み
合わせ物流の生産性を向上させるこ
とで、持続可能な物流を実現するこ
とにつながると考えます。前述し
た、トラックとの連携を進めるべく
31フィートコンテナを拡大していく
施策もその一環です。また、災害等
の際、鉄道で運べなくなった場合に
は、他の輸送モードで円滑に代替し
て頂くことにもつながると思ってい
ます（図2）。

モーダルシフトの今後

柴崎　モーダルシフトの今後につい

て、長期的な視点からもう
少しお話を伺いたいのです
が、実は本日の共同企画者
の国総研の杉村さん（現神
戸大学教授）と一緒に行った
国際海上コンテナのモーダ
ルシフト・シミュレーショ

ン 7では、特に一番厳しい
CO2排出量ネットゼロを目

指すような脱炭素シナリオでは、ト
ラックのEV（電動車）化が進めば鉄道
や内航海運のCO2排出量に関する優
位性は薄れてしまうというような結
果も得られました。
高橋　環境負荷が低い輸送モードと
して鉄道は優位性がありますので、
確かに全モードがEV化すれば環境面
での鉄道の優位性はなくなるかもし
れません。しかし、現時点では大型
トラックのEV化は技術的にもハード
ルが高いと聞いていますし、トラッ
クドライバー不足を解決するために
労働生産性が高い鉄道が果たす役割
は今後も十分あるだろうと考えます。
井本　当然トラックのEV化も進むと
思いますが、省人力化の観点からの
問題は残ります。トラックが全部EV

化されても1台につき運転手が1人
必要であることは変わらない。
　船でいうと、内航海運でも一隻ず
つCO2排出原単位を明示する必要が
ある時代になっていると思います。
今後は、200TEU積みくらいまでの
小型船はグリーン由来の電気を使う
EVになっていく一方で、それ以上の
大きさの船は水素、アンモニア、バ
イオ燃料などの新燃料を、まだどれ
になるかわかりませんが、使ってい
くことになると思います。
柴崎　本日のお話の最後に、今後の

モーダルシフトの実現に必要な視点
について、それぞれの立場からまと
めていただければと思います。
高橋　モーダルシフトへの主な視点
は2つあると考えます。1つはトラッ

クドライバー不足という課題解決の
ためのモーダルシフトです。もう1

つは、われわれ消費者も含めて社会
の意識を変えて、環境問題の解決の
ためにモーダルシフトを進めるとい
う観点が重要であると考えます。
井本　私もまずは荷主側の意識改革
が必要と考えます。2つ目に、輸送
容器を統一することのメリットで
す。国際海上コンテナのサイズを
20・40フィートに統一したことでグ
ローバライゼーションがここまで進
んできたのと同様に、国内の物流で
も、JR貨物のコンテナと国際海上
コンテナのサイズについて共有化を
図って、モーダルコンビネーション
を進めることが重要だと思います。
3つ目は、トラック業界の働き方改
革として、ウィング車で運転手が貨
物の積み降ろしをすると荷主は楽だ
という考えではなく、荷主が自分で
コンテナに荷を積むという考えに変
えていくことが必要だと考えます。
4つ目は、輸送の省人力化による競
争力の向上、自動化や無人化による
安全の確保、という点で技術開発が
進んでいくことも重要です。最後
に、国全体として、環境の改善のた
めにはコストがかかることを認識
し、コスト増を受け入れて環境を改
善するという意識の改革も必要だと
思います。
柴崎　本日はどうもありがとうござ
いました。

7　Matsuyama, R., Sugimura, Y., Shibasaki, R., Tran, T. (2024) Scenario analysis on CO2 emission reductions in hinterland transport of Japan 
through intermodal logistics network simulation, Journal of Cleaner Production, 458, 142503. https://doi.org/10.1016/j.jclepro.2024.142503

図2　モーダルコンビネーションの例：
フェーズフリーとしてのトラック、船舶輸送の活用

座談会 モーダルシフトは物流2024年問題の解決策となり得るか？
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　第15回通常総会と合同役員会が4月23日（火）13時30分より御茶ノ水ソラシティカンファレンスセンター2Fで対
面にて行われました。 （一社）計画・交通研究会 事務局長 白木原隆雄

第4号議案　『新型コロナウィルスの影響を勘案した企業会員の会費負担の臨時軽減措置』は停止されました。

前評議員（退任） 新評議員（選任）

氏名 所属・役職 氏名 所属・役職

小室　俊二 中日本高速道路（株）代表取締役社長 松井　保幸 中日本高速道路（株）執行役員 東京支社長

井上　聰史 政策研究大学院大学客員教授 浅輪　宇充 三井住友海上火災保険（株）顧問：元国土交通省
港湾局長

野焼　計史 東京地下鉄（株）専務取締役鉄道本部長 大石　敬司 東京地下鉄（株）執行役員

安田　利文 大成建設（株）土木営業本部統括営業部長 片岡　潔 大成建設（株）土木営業本部営業部長

News Letters 活動報告

活動報告

News 
Letters:

第15回通常総会

羽藤英二会長　二期目フル稼働 ～第15回通常総会開催～

行事報告

Reports: 記念講演会・祝賀会
50周年記念講演会

とし、会員の皆様のご尽力により受
け継がれてきたことで、今日を迎え
られていることの御礼のお言葉があ
りました。中村名誉総長の祝辞で
は、当会の成り立ちを初代会長の八
十島義之助先生の話も交えながらお
話いただき、また近年は、多種多様
な会員の入会、外
部の方の協力によ
り会として成熟し
てきたことの喜び
のお言葉をいただ
きました。

　次に、「能登半
島地震と国土」と
いうテーマで羽藤
会長による調査報
告がありました。
2024年1月1日に

　第15回通常総会・合同役員会後、
同会場にて「50周年記念講演会・祝
賀会」が開催され、約160名が参加
しました。

　岩倉成志 芝浦工業大学教授（当会
理事・会長代理）の司会進行で、羽藤
英二 東京大学教授（当会第6代会長）

による挨拶、中村英夫 東京都市大学
名誉総長（当会第2代会長）による祝辞
で始まりました。羽藤会長の挨拶で
は設立から50年、歴代会長をはじめ

発生した能登半島地震による被害状
況の調査報告や、発災後の対応につ
いて過去の災害や直近の台湾花蓮地
震との比較による分析、今後の災害
対策のあり方や能登半島と国土の未
来像についてお話しいただきました。
　続いて、「災害と国土」というテー

第1号議案　2023年度年度事業報告および決算　承認
第2号議案　2024年度事業計画および予算　承認
第3号議案　役員等の選任
　今年度は理事・監事の改選期ではありません。現職の理事・監事が留任します。評議員の選任は以下のとおりです。

岩倉教授（司会） 中村名誉総長（祝辞）
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NGOと連携しているからだと、他国
の事例のお話がありました。また岩
倉教授からは、日本でも阪神・淡路
大震災以降に作られたインフラは今
回の能登半島地震でも軽微な被害で
あったというお話がありました。森
地茂 政策研究大学院大学名誉教授
（当会第4代会長）からは、復興とあわ
せて人が訪れたくなる魅力的なまち
にできるとよい、また、長い目でみ
ると過疎地域に人は居住しなくなっ
てしまうため、中長期的な人の住ま
い方という観点も含めた議論もでき
るとよいとお言葉をいただきました。
　最後に徳山日出夫 一般財団法人
国土技術研究センター理事長（当会
理事）による閉会の辞がありました。
ご自身の東日本大震災の被災地支
援・復興の経験等も交えながら、
人々が災害を「我が事」と捉えるため
には、情報の伝え方が大切で、事実
を伝えるだけでなく、人の心を動か
すような伝え方が必要だというお話
しをいただきました。

マで家田仁 政策研究大学院大学特
別教授（当会第5代会長）、楽奕平 芝
浦工業大学准教授、岩倉教授、茶木
環 当会広報委員長による討論があり
ました。「我々は過去の災害から学
び、次に活かしていかなければなら
ないが、今回の能登半島地震もしか
り、他人事、空理空論になっていな
いか。」という家田特別教授の問いか

けから始まり、いかに「我が事」とし
て捉えられるか、捉えてもらうため
にはどうすればよいか、という点が
焦点となる討論でした。楽准教授か
ら台湾花蓮地震発災後の迅速な対応
は、各地方自治体が過去の災害を我
が事として捉え、日ごろから政府や

　私もインフラ業に従事する一人と
して、日ごろから「我が事」として危
機意識を持つことの大切さと難しさ
を改めて認識するとともに、平時も
有事の際も人々の生活と密接につな
がり、生活を支えている誇りと責任
を感じる講演となりました。

東武鉄道（株） 髙山滉平（広報委員） 
家田特別教授（討論）

羽藤会長（調査報告）

左より 岩倉教授、茶木広報委員長、楽准教授、家田特別教授（討論） 撮影 | 大村拓也

徳山理事長（閉会の辞） 森昌文 内閣総理大臣補佐官（祝賀会 祝辞）

森地名誉教授（祝賀会 乾杯の挨拶）

水野高信 元事務局長（祝賀会 祝辞）

Reports 行事報告
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年 経歴
1941年 東京帝国大学工学部土木工学科卒業
1942年 東京帝国大学工学部講師
1942年 陸軍兵器学校幹部候補生隊技術候補生軍曹
1942年 陸軍兵器行政本部調査部技術大尉
1947年 東京帝国大学第一工学部助教授
1947年 三島鉄道教習所講師
1953年 東京大学工学部助教授
1953年 東京大学大学院数物系研究科土木工学課程担当
1955年 工学博士（東京大学）の学位取得
1955年 土木工学第一講座（後の交通研究室）担任
1955年 東京大学教授（工学部）
1961年 山梨大学工学部講師
1963年 衛生工学第一講座兼担
1965年 大学院工学系研究科土木工学課程主任
1965年 大学院数物系連絡委員会委員
1965年 東京大学大学院工学系研究科担当
1967年 東京工業大学教授理工学部併任
1967年 東京工業大学教授工学部併任
1969年 大学改革準備調査会委員長
1972年 大学院工学系研究科土木工学課程主任
1974年 東京大学創立百周年記念事業委員会委員
1976年 東京大学創立百周年会副委員長
1977年 長岡技術科学大学基本問題検討委員会委員
1978年 東京大学評議員
1979年 工学部附属原子力工学研究施設協議会協議員
1979年 工学部総合試験所所長補佐
1979年 大学院協議会委員
1979年 指定職
1980年 東京大学停年退官
1980年 埼玉大学教授（工学部）
1980年 埼玉大学大学院工学系研究科担当
1980年 東京大学名誉教授
1981年 埼玉大学評議員
1982年 埼玉大学工学部長
1982年 埼玉大学大学院工学系研究科長
1982年 埼玉大学理工学部長
1985年 埼玉大学停年退官
1986年 帝京技術科学大学長

年 経歴
1955年 日本工業標準調査会臨時委員（通商産業省）
1961年 首都高速道路公団技術委員会専門委員（交通専門首都高速道路公団部会）
1963年 首都圏整備審議会専門委員
1963年 東海道本線鶴見列車事故技術調査委員会委員（日本国有鉄道）
1965年 都市交通調査委員会専門委員会専門委員（日本国有鉄道）
1965年 鉄道安全会議委員
1965年 東北開発審議会専門委員（内閣）
1965年 経済審議会臨時委員（内閣）
1965年 都市交通審議会委員（運輸省）
1965年 東京都総合開発審議会委員
1966年 本四連絡鉄道吊橋技術調査委員会委員（日本国有鉄道）
1966年 日本学術会議材料研究連絡委員会委員
1966年 日本学術会議安全工学研究連絡委員会委員

八
十
島 

義
之
助 

先
生

審議会・委員会等

八十島先生経歴｜大学関係

計画・交通研究会は八十島義之助先生が会長となり、1974年に法人会員と個人
会員からなる任意団体「計画・交通研究懇談会」がつくられ、1978年に「計画・交
通研究会」と改称し、組織としての活動を行ってきました。ここでは八十島先生
のご経歴と、一部ではありますが、八十島先生が会報に執筆された計交研への思
いをご紹介します。

　
早
い
も
の
で
本
研
究
会
は
設
立
し
て
か
ら
10
年
が
た
ち
ま
し
た
。
そ
の
間

マ
ン
ハ
イ
ム
先
生
方
を
招
い
て
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
た
り
、
定
例
の
研
究
会

で
実
に
大
納
の
方
々
に
講
演
を
し
て
い
た
だ
い
た
り
し
て
実
務
家
と
研
究

者
、
或
は
研
究
者
間
の
交
流
の
賜
と
し
て
地
味
で
は
あ
り
ま
す
が
、
多
彩
な

活
動
を
続
け
て
今
日
を
迎
え
る
こ
と
が
出
来
た
わ
け
で
す
。（
中
略
）本
会
設

立
も
先
日
の
よ
う
に
思
い
お
こ
さ
れ
ま
す
が
、
ど
ん
な
研
究
会
が
ふ
さ
わ
し

い
か
な
ど
い
ろ
い
ろ
な
議
論
の
中
で
、
故
渋
沢
正
一
氏
の
は
げ
ま
し
の
言
葉

と
オ
フ
ィ
ス
の
斡
旋
の
ご
好
意
を
忘
れ
る
こ
と
は
出
来
ま
せ
ん
。

　
月
報
の
発
行
、
そ
の
中
で
比
較
的
入
手
し
に
く
い
文
献
リ
ス
ト
の
掲
載
、

新
し
い
動
向
を
踏
ま
え
た
定
例
研
究
会
、
各
会
員
に
よ
る
個
別
の
討
論
、
新

設
基
盤
工
事
の
見
学
な
ど
を
行
っ
て
来
ま
し
た
。（
中
略
）
わ
れ
わ
れ
の
研
究

会
は
、
も
と
よ
り
一
研
究
団
体
で
あ
り
、（
中
略
）
む
し
ろ
一
般
の
組
織
で
は

企
て
に
く
く
、
し
か
も
結
果
と
し
て
は
、
研
究
の
上
で
も
組
繊
に
と
っ
て

も
、
将
来
必
ず
貢
献
す
る
と
期
待
さ
れ
る
事
を
微
力
乍
ら
手
が
け
て
い
ま
す
。

会
報
1
9
9
8
年
4
月
号
「
創
立
20
周
年
を
迎
え
て
」 

会
報
1
9
8
8
年
4
月
号
「
研
究
会
設
立
10
周
年
を
迎
え
て
」 

Yoshinosuke YA
S

O
S

H
IM

A

初
代
会
長（
1
9
7
8
年
1
月
19
日
〜
1
9
9
8
年
5
月
9
日
）
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年 経歴
1941年 東京帝国大学工学部土木工学科卒業
1942年 東京帝国大学工学部講師
1942年 陸軍兵器学校幹部候補生隊技術候補生軍曹
1942年 陸軍兵器行政本部調査部技術大尉
1947年 東京帝国大学第一工学部助教授
1947年 三島鉄道教習所講師
1953年 東京大学工学部助教授
1953年 東京大学大学院数物系研究科土木工学課程担当
1955年 工学博士（東京大学）の学位取得
1955年 土木工学第一講座（後の交通研究室）担任
1955年 東京大学教授（工学部）
1961年 山梨大学工学部講師
1963年 衛生工学第一講座兼担
1965年 大学院工学系研究科土木工学課程主任
1965年 大学院数物系連絡委員会委員
1965年 東京大学大学院工学系研究科担当
1967年 東京工業大学教授理工学部併任
1967年 東京工業大学教授工学部併任
1969年 大学改革準備調査会委員長
1972年 大学院工学系研究科土木工学課程主任
1974年 東京大学創立百周年記念事業委員会委員
1976年 東京大学創立百周年会副委員長
1977年 長岡技術科学大学基本問題検討委員会委員
1978年 東京大学評議員
1979年 工学部附属原子力工学研究施設協議会協議員
1979年 工学部総合試験所所長補佐
1979年 大学院協議会委員
1979年 指定職
1980年 東京大学停年退官
1980年 埼玉大学教授（工学部）
1980年 埼玉大学大学院工学系研究科担当
1980年 東京大学名誉教授
1981年 埼玉大学評議員
1982年 埼玉大学工学部長
1982年 埼玉大学大学院工学系研究科長
1982年 埼玉大学理工学部長
1985年 埼玉大学停年退官
1986年 帝京技術科学大学長

年 経歴
1955年 日本工業標準調査会臨時委員（通商産業省）
1961年 首都高速道路公団技術委員会専門委員（交通専門首都高速道路公団部会）
1963年 首都圏整備審議会専門委員
1963年 東海道本線鶴見列車事故技術調査委員会委員（日本国有鉄道）
1965年 都市交通調査委員会専門委員会専門委員（日本国有鉄道）
1965年 鉄道安全会議委員
1965年 東北開発審議会専門委員（内閣）
1965年 経済審議会臨時委員（内閣）
1965年 都市交通審議会委員（運輸省）
1965年 東京都総合開発審議会委員
1966年 本四連絡鉄道吊橋技術調査委員会委員（日本国有鉄道）
1966年 日本学術会議材料研究連絡委員会委員
1966年 日本学術会議安全工学研究連絡委員会委員

年月日 経歴
1975年11月3日 運輸大臣より交通文化賞
1975年11月3日 社団法人土木学会より土木学会田中賞
1985年11月3日 紫綬褒章
1988年7月8日 外務大臣より表彰状
1990年5月28日 土木学会より功績賞
1990年6月5日 環境庁長官より表彰状
1991年11月3日 勲二等旭日重光章

1967年 学術奨励審議会委員
1967年 中部圏開発整備審議会専門委員（総理府）
1968年 学術審議会専門委員
1968年 都市計画中央審議会臨時委員（建設省）
1969年 学術審議会専門委員
1970年 運輸政策審議会委員（運輸省）
1970年 運輸技術審議会委員（運輸省）
1970年 横浜市専門委員
1971年 特定開発計画調査委員会委員
1973年 本州四国連絡橋公団技術委員会委員
1973年 北関東地域総合開発調査委員会（首都圏整備委員会）
1974年 仙台地方陸上交通審議会特別委員（運輸省）
1975年 科学技術会議専門委員
1975年 首都圏整備審議会委員（内閣）
1975年 国土総合開発審議会特別委員
1976年 世界交通学会理事
1976年 東京都都市計画地方審議会専門委員
1977年 首都圏整備審議会委員
1977年 資源調査会委員（内閣）
1977年 浮上式輸送システム軌道変位検出及修正装置の研究開発委員会委員（日本国有鉄道）
1977年 新軌道構造の基礎的研究委員会委員（日本国有鉄道）
1978年 日本学術会議運営審議会付置財務委員会委員
1981年 土木学会第69代会長
1982年 国土開発幹線自動車道建設審議会委員（建設省）
1982年 日本学術会議副会長
1983年 鉄道建設審議会委員（運輸省）
1984年 運輸政策審議会特別委員（運輸省）
1984年 財団法人国際交通安全学会第2代会長
1985年 汐留駅周辺地区総合整備計画調査委員会委員長
1985年 中央公害対策審議会委員（内閣）
1987年 講所始の儀ご進講（宮内庁）
1987年 資産処分審議会会長代理（日本国有鉄道清算事業団）
1987年 東京都顧問
1988年 世界交通学会横浜大会組織委員会会長
1988年 大都市圏の交通に関する国際会議（INTRA日本）開催委員会委員長
1988年 国土審議会会長
1990年 首都機能移転問題に関する懇談会座長（国土庁）
1992年 鉄道総合技術研究所会長
1992年 交通文化振興財団評議員
1993年 国会等移転調査会委員（基本部会）（内閣）
1994年 交通工コロジー・モビリティー推進機構会長
1995年 航空審議会委員長（運輸省）
1996年 「汐留地区A,B,C街区」街づくりガイドライン委員会副委員長（日本国有鉄道清算事業団）
1996年 「旧新橋停車場跡」保存復元方策等検討委員会委員長（日本国有鉄道清算事業団）

受賞・褒章関係

出典：『八十島義之助先生　追悼文集』 

History 八十島義之助先生の経歴
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インタビュー 八十島義之助教授の思い出、計交研への期待を語る

当 会では今年創立50年を迎え
たことを機に歴代会長のイン

タビュー映像を制作中です。第2代
会長の中村英夫先生（東京都市大学名
誉総長）への取材の中から初代会長の
八十島義之助先生の思い出や50周
年を迎えた計交研への期待につい
て、お伝えします。

1. 八十島義之助先生のこと

　八十島家は名門で、澁澤栄一の遠
縁でもあり、八十島先生の父親も澁
澤家の事業で重要な役割を果たして
いたこともあり、澁澤家から八十島
先生に研究する場所や費用を提供す
るという話が持ち上がったことが計
画・交通研究会の始まりです。最初
の頃は当時の丸ビルの一室や赤坂プ
リンス旧館の隣のビルの１フロアな
ど立派なところを提供いただいて、
私たちには敷居が高くてあまり行か
なかったのですが、八十島先生ご自
身はそこで様々な人たちと議論や話
し合いをしていました。
　計画・交通研究会という名称につ
いては「八十島研究室」にはしたくな
いという先生の思いもあり、交通計画
も含めた国土計画、災害や河川の分野
の先生たちとも一緒にやっていきたい
という意味も大きかったと思います。
　八十島先生は温厚でとても立派な
先生でした。顔に出して怒ったりす
るタイプでは全然なく、いつもニコ
ニコしていて、自分の意見はあまり
はっきりとは言わない。傍で見てい
ると、「ここは八十島先生がばしっと
言うところじゃないか」と思う時も
あったのですが、人の悪口は全くお
っしゃらなかった。だから、様々な
立場の多くの人が今も先生を大変慕
っているんです。

　八十島先生は交通関係、都市関係
の多くのプロジェクトの審議会等の委
員長を務めておられました。その後の
私たちが、そういう仕事をするように
なったのも、八十島先生の仕事を引き
継いでのことが多いと思います。

2.計交研への期待

　その八十島先生が1998年に急逝さ
れ、一時は計交研もやめようという
話も出たこともあったのですが、続
けることになりました。八十島先生
のほか鈴木忠義先生や井上孝先生が
主として活動されていましたが、も
っと若い人を主体にしようというこ
とで、当時52歳の私が会長を継ぐこ
とになったのです。渋澤家からの援
助もなくなって会は細々と続けるこ
とになり、その資金集めには苦労し
たものです。

　私の後、黒川洸先生（第3代会長）、

森地茂先生（第4代会長）も苦労して
会を運営してこられ、様々なところ
への見学会を行ったり、セミナーを
開催したりしてきました。その２人
の後の第5代会長には家田先生が就
かれ、その積極性のある人柄もあり、
新しい形の会の運営をどんどん推進

されました。そして、広報委員長の
茶木さんや事務局長の白木原さんを
呼び入れ、積極的な会の運営がなさ
れるようになりました。

　さらにこれを引き継いで、現在は
羽藤英二先生が会長としてご自身の
オープンで新しい視点や感覚を取り入
れて活動され、この会の今日がありま
す。企業をはじめとして会員も増え、
いろいろな分野にわたって活動してい
る。特に刊行物については、土木学会
をはじめ様々な雑誌が発行されている
中で多くの人に関心を持ってもらうの
は難しいことですが、こういう小さな
会の会報が様々な分野の方々に取材
し、インタビュー記事を掲載している
ことは大変喜ばしく、これからも立派
な会報に発展していくことを大いに期
待するところです。
　この会が立派な会となって、50年
を迎えることをとても嬉しく思いま
す。発展してきたとはいえ、我々の
国土は十分に安全で快適なものでは
なく、どの国よりも多くの災害が頻
発する可能性があります。専門家の
方々や学生だけではなく、より幅広
い人たちが集まり、今後、問題の解
決に力を尽くしていっていただけれ
ばと思います。

［計交研 第2代会長 中村英夫先生インタビュー］

八十島義之助教授の思い出、
計交研への期待を語る
計画・交通研究会 第2代会長、東京都市大学名誉総長

中村英夫 Hideo NAKAMURA

Interview

辻 功太
（広報委員）

金子雄一郎
（幹事会顧問）

茶木 環
（広報委員長）

企画補佐・文責
東日本高速道路

聞き手
日本大学 教授

聞き手・企画・文責
作家／エッセイスト
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役場前で出発を待つ自動運転車両

地域の方の乗車風景

太地町役場での説明

狭隘な道路での走行風景

活動報告

News 
Letters:

産学共働若手勉強会
「和歌山県太地町自動運転サービス」見学会

一周3.2㎞のコースを巡回していま
す。現在、2台で18便／日を運行し
ており、運賃は無料です。なお、車
両は道路に埋められた電磁誘導線に
沿って走行し、速度はRFIDタグによ

り6パターンで制御され、狭隘区間
は最も遅い時速3.6㎞と設定されてい
ます。

　何故、このようなサービスを開始
したのか、太地町役場和田正希氏か
らお話を伺ったところ、「外出支援と
見守り」の役割を期待しているとの
ことでした。外出支援は自動運転サ

　産学共働若手勉強会では、2024年
3月12日～13日に和歌山県太地町に
おける自動運転サービスの見学会を
開催し、8名が参加しました。紀伊
半島南端に位置する太地町は、人口
は約2,800人と少ないものの人口密
度は県内7番目に高く、港近くに家
屋が密集している町です。2022年よ
りヤマハ発動機社製車両（5人乗り）

を用いた自動運転レベル2による公
共交通サービスが提供されています。
　車両は役場前からスーパー、集会
所、病院などを経由して、約45分で

ービスだけでなく、まちづくりのビ

ジョンで全町公園化を掲げ、まちの
至る所にベンチやトイレを設置し、
外出しやすい環境を整えているとの
ことです。もちろん、循環バスも運
行していますが、特に高齢者が多い
地区では道路が狭隘でバスが走行で
きないため、狭隘な道路でも走行で
きる本サービスの導入に至ったとの
ことでした。

　見守りに関しては、乗車時にその
素晴らしさを実感できました。高齢
の方がスーパーの前で下車された
後、周回した車両がスーパーの前で
再度止まると運転補助員の方が降り
て、スーパーに向かいました。我々
からは誰かいるように見えなかった
ので、なぜ、運転補助員の方がスー
パーに行ったのか予測できませんで
したが、少しすると先ほどの高齢の
方と一緒に戻られ、再度乗車されま
した。他にも挨拶を交わすだけでな
く、郵便受けに郵便物が溢れていな
いかなど見守っているそうです。こ
れからもエリアの拡大を予定される
など、外出しやすいまちとして今後
の発展が期待されています。

日本大学 石坂哲宏
（産学共働若手勉強会） 

News Letters 活動報告

理事会
代表理事・会長・企画委員長 羽藤　英二
理事・会長代理・経営委員長 岩倉　成志
理事・広報委員長 茶木　　環
理事・幹事会顧問 金子雄一郎
理事・事務局長  白木原隆雄
理事  寺部慎太郎
  徳山日出男
  伊藤　香織
監事  福田　　敦
  上西　泰輔

広報委員会
委員長   茶木　　環
幹事長   奥田　　豊
副幹事長   貴志　法晃
副幹事長   森　麻里子
本号編集責任者   新田　直司
本号編集委員   柴崎　隆一
   内海　克哉
   髙山　滉平
   辻　　功太

〒100-6005　
東京都千代田区霞が関3-2-5
TEL 03-4334-8157
FAX 03-4334-8158

E-Mail: jimukyoku@keikaku-kotsu.org
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■当社鉄道路線および輸送状況
　京浜急行電鉄（株）は品川駅を起
点に都心と羽田空港・横浜・三崎口
などを結ぶ鉄道路線を運行してお
り、新型コロナウイルス感染症の影
響を受ける前の2018年度は1日平均
乗降人員が約267万人という状況で
した。　
　しかし、沿線の生産年齢人口は
2019年度をピークに減少に転じ、ま
た他の公共交通事業と同様に、新型
コロナウイルス感染症の影響による
新たな生活様式の浸透に伴い、当社
線の利用者は大幅に減少したことか
ら、当社鉄道事業は2020年度から2

年連続の営業赤字になるなど、厳し

い経営状況が続きました。

■当社の置かれている状況
　輸送状況はコロナ禍より改善して
いるものの企業活動や生活様式の変
化は定着しつつあることから、今後
も従来の輸送水準には戻らないもの
と考えています。
　その一方で今後も安全・安心な輸
送サービスを持続可能とするために
は、既存設備の適切な維持更新に加
え、連続立体交差事業をはじめとする
安全対策、ホームドアや車内防犯カメ
ラなど新たなニーズに対応した設備投
資を進めていく必要があります。

■鉄道運賃の改定
　こうした生活様式の変化や、当社
の置かれている状況に鑑み、 2023年
10月には、28年ぶりの運賃改定を行
いました。

　運賃改定に際しては、約11％運賃
を改定するとともに、将来を担う子
育て世代の家計負担を軽減し、鉄道
でのお出かけがしやすくなるよう、
ICカード乗車券利用時の小児普通旅
客運賃を全区間均一で75円（大人初
乗り運賃の半額）としました。

　また、41㎞以上ご乗車の際の値下
げも行うことで、都内から横須賀・
三浦方面への利便性を強化しました。

■選ばれる沿線を目指して
　鉄道利用客数に関しては新型コロ
ナウイルスの流行前に比べ減少して
いるものの、訪日外国人数は大幅に
回復しており、コロナ禍前と比べて
も増加傾向にあります。そうした事
業環境や、お客様の価値観の変化に
合わせ、当社グループと沿線地域の
持続的な発展を実現し、選ばれる沿
線になるために、第20次総合経営計

鉄道事業の営業利益推移京急線の路線イメージ 運賃改定後の品川駅～三崎口駅間利用ケース

選ばれる沿線を目指して

Projects 会員企業・団体百景

会員企業・団体百景
Projects:

京浜急行電鉄株式会社 
鉄道本部 鉄道統括部 事業戦略課 課長補佐

高橋陽二郎
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来に向けた16のテーマ（方針）にも
とづき、常時募集・常時推進型にリ
ニューアルを行い、共創パートナー
と共に新たな価値共創を目指してい
ます。

②「沿線エリアマネジメント構想
「newcalプロジェクト」」
　沿線各エリアに「移動＋住・働・楽・
学」が充実する「多極型まちづくり」
の実現・EaaS（ENSEN as a Service）

の実現に向け地域と共に共創を進め
る取り組みを実施しています。

■未来に向けての挑戦
　当社は120年以上にわたり、人々
の移動を支え、移動の目的となる需
要を沿線開発により生み出すこと
で、人々の生活を支えてきました。
テクノロジーの発達や社会情勢が激
しく変化する中でも、お客様に選ば
れる沿線を目指して、変化や失敗を

恐れずに挑戦していくことが「新た
な価値の創出」と「持続的に発展する
豊かな沿線の実現」につながると考
えています。

　従来の沿線まちづくりから新しい
沿線まちづくりへと進化させる取り
組みである沿線価値共創戦略に基づ
き新たな取り組みを実施することに
よって、さらなる成長・発展が期待
される品川・羽田・横浜の成長トラ
イアングルゾーンをはじめ一層の沿
線の発展を目指していきます。

画の事業戦略として「沿線価値共創
戦略」を策定しました。

■沿線価値共創戦略
　本戦略は、「移動プラットフォー
ム」が、あらゆる交通手段を用いた
移動環境の最適化を通じて、まちの
価値向上と沿線範囲を拡大する一
方、「まち創造プラットフォーム」
が、拠点整備や生活支援を通じて、
地縁や移動のきっかけ、人の流れの
需要創出を図り、相互の事業への相
乗効果を最大化し、「新しい価値」を
共創する、「相互価値共創」の考え方
を軸としています。
　本戦略のもと、「新しい価値」の実
現に向け、当社が目指す新たな沿線
まちづくりの形として、これまでの
都心と郊外の二極構造のまちづくり
ではなく、沿線のなかに「暮らす・
働く・楽しむ・学ぶ」 機能が揃う中
核拠点を複数配置 し、一極集中型の
輸送モデルから地域間をつなぐ交通
網の整備による「多極型まちづく
り」を目指しています。

■価値共創への取り組み事例
①「KEIKYU ACCELERATOR 

PROGRAM」
　沿線価値共創戦略における、移動
サービスを提供する「移動プラット
フォーム」と地域の魅力づくりを行
う「まち創造プラットフォーム」の未

沿線価値共創戦略　全体像

京急線車両　1000形（ステンレス）

Projects 会員企業・団体百景

newcalプロジェクトの取り組み事例
（左：平和島駅前地域交流拠点、中央：ParkLine870、右：黄金町ロックカク）
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Opinion 視点

視
点

Opinion:

Kaori ITO

都
市
探
訪
の
途
上

伊
藤
香
織

東
京
理
科
大
学

創
域
理
工
学
部　

教
授

ま
ち
が
好
き
だ
。
華
や
か
な
建
築
に
囲
ま
れ
て
人
々

が
憩
い
さ
ざ
め
く
広
場
も
、
テ
レ
ビ
の
音
が
漏
れ

聞
こ
え
味
噌
汁
の
匂
い
が
ほ
ん
の
り
漂
っ
て
く
る
路
地
も
、

川
面
を
眺
め
な
が
ら
コ
ー
ヒ
ー
を
楽
し
む
か
つ
て
の
倉
庫

街
の
カ
フ
ェ
も
、
白
く
塗
り
込
ま
れ
た
迷
路
の
よ
う
な
街

路
か
ら
垣
間
見
え
る
楽
園
の
よ
う
な
中
庭
も
、
も
う
大
方

シ
ャ
ッ
タ
ー
の
閉
ま
っ
た
商
店
が
並
び
そ
れ
で
も
雁
木
だ

け
は
残
っ
て
い
る
旧
街
道
も
。
歩
き
、
立
ち
止
ま
り
、
座

り
、
眺
め
、
そ
こ
で
過
ご
す
こ
と
に
は
、
何
に
も
代
え
難

い
歓
び
が
あ
る
。

　
都
市
に
は
、
集
ま
っ
て
暮
ら
す
こ
と
に
生
存
戦
略
を
見

出
し
た
人
類
の
創
造
性
が
ぎ
ゅ
っ
と
集
約
さ
れ
て
い
る
。

失
敗
や
負
の
効
果
も
た
く
さ
ん
あ
る
が
、
そ
れ
で
も
長

い
間
人
類
が
知
恵
を
絞
っ
て
き
た
道
程
が
結
晶
し
て
い

る
。
誰
か
が
い
つ
か
の
時
代
に
、
そ
っ
と
あ
る
い
は
あ

か
ら
さ
ま
に
、
偶
然
あ
る
い
は
意
図
的
に
都
市
に
埋
め

込
ん
だ
手
掛
か
り
を
、
後
の
時
代
の
誰
か
が
見
出
し
再

解
釈
し
活
か
し
た
り
で
き
る
の
も
、
長
い
道
程
が
あ
る

か
ら
こ
そ
だ
。

　
さ
て
、
私
は
国
内
外
あ
ち
こ
ち
の
都
市
を
探
訪
す
る
の

だ
が
、
2
0
0
4
年
か
ら
そ
れ
を
数
え
始
め
た
。
現
在
20

年
余
経
っ
た
と
こ
ろ
で
、
4
8
8
都
市
を
数
え
る
。（
何
を

1
都
市
と
す
る
か
は
迷
う
と
こ
ろ
も
あ
る
の
で
、
お
お
よ
そ
の

数
と
思
っ
て
い
た
だ
い
た
方
が
良
い
。）
こ
れ
は
自
分
な
り
の

ト
レ
ー
ニ
ン
グ
な
の
で
、
自
ら
歩
い
て
都
市
の
成
り
立
ち

や
特
徴
が
概
ね
捉
え
ら
れ
た
ら
数
え
て
良
い
こ
と
に
し
て

い
る
。
1
日
15
〜
20
㎞
歩
く
こ
と
も
少
な
く
な
い
。
そ
の

ま
ち
に
暮
ら
す
わ
け
で
も
集
中
的
な
聞
き
取
り
調
査
を
す

る
わ
け
で
も
な
い
の
で
、
表
層
的
で
軽
薄
な
見
方
か
も
し

れ
な
い
。
し
か
し
、
浴
び
る
よ
う
に
多
く
の
都
市
を
探
訪

す
る
か
ら
こ
そ
わ
か
る
こ
と
も
あ
る
。

　
私
が
大
学
院
の
時
間
を
過
ご
し
た
研
究
室
で
は
、
建
築

家
の
原
広
司
先
生
ら
が
1
9
7
0
年
代
か
ら
世
界
各
地
の

集
落
調
査
を
し
て
い
た）

1
（

 

。
私
自
身
は
集
落
研
究
に
携
わ
れ

な
か
っ
た
が
、
短
期
間
で
多
く
の
集
落
を
見
て
記
録
す
る

ス
タ
イ
ル
を
見
て
学
ん
だ
と
こ
ろ
は
大
き
い
。
多
く
の
集

落
を
調
査
す
る
こ
と
で「
差
異
と
類
似
」が
見
出
さ
れ
る
こ

と
も
教
え
て
い
た
だ
い
た
。
と
こ
ろ
で
、
そ
の
後
私
は
東

京
大
学
空
間
情
報
科
学
研
究
セ
ン
タ
ー
（
C
S
I
S
）
に
助

手
と
し
て
着
任
し
た
が
、
そ
れ
以
来
大
変
お
世
話
に
な
っ

た
の
が
、
C
S
I
S
の
初
代
セ
ン
タ
ー
長
で
あ
り
都
市
解

析
分
野
の
学
者
で
あ
る
岡
部
篤
行
先
生
で
あ
る
。
当
時
学

生
で
も
な
い
の
に
私
が
出
席
し
て
い
た
授
業
で
、
岡
部
先

生
は
、
か
た
ち
に
は「
構
造
と
デ
ィ
テ
ー
ル
」が
あ
る
と
し

て
離
散
フ
ー
リ
エ
変
換
の
例
を
提
示
さ
れ
た
。
ち
な
み
に
、

大
学
院
で
の
私
の
研
究
で
は
、
情
報
理
論
を
援
用
し
て「
デ

ー
タ
」
へ
の
当
て
は
ま
り
の
良
さ
と
「
モ
デ
ル
」
の
複
雑
さ

の
ト
レ
ー
ド
オ
フ
を
調
整
す
る
よ
う
な
適
切
な
モ
デ
ル
選

択
を
す
る
と
い
う
手
法
を
用
い
た
の
だ
が
、
こ
の
こ
と
と

前
述
の
回
想
と
は
私
の
中
で
繋
が
っ
て
い
る
。

　
多
く
の
都
市
を
浴
び
る
よ
う
に
見
る
こ
と
で
、
私
は
「
類

似
／
構
造
／
モ
デ
ル
」
と
「
差
異
／
デ
ィ
テ
ー
ル
／
デ
ー

タ
」
を
捉
え
て
い
る
の
だ
と
思
う
。
二
つ
と
同
じ
都
市
は

な
く
、
そ
れ
ぞ
れ
が
唯
一
無
二
の
個
性
を
も
っ
て
い
る
が
、

都
市
同
士
に
は
多
く
の
共
通
点
が
あ
り
、
様
々
な
観
点
で

モ
デ
ル
と
し
て
理
解
さ
れ
る
。
ロ
ー
マ
植
民
都
市
や
近
世

城
下
町
と
い
っ
た
都
市
建
設
の
モ
デ
ル
も
あ
れ
ば
、
工
業

用
地
か
ら
文
化
拠
点
へ
と
再
生
さ
れ
る
水
辺
エ
リ
ア
と
か

中
心
市
街
地
の
歩
行
者
化
と
軌
道
系
公
共
交
通
の
導
入

と
い
っ
た
再
生
モ
デ
ル
も
あ
る
。
モ
デ
ル
と
し
て
捉
え
る

こ
と
で
、
ア
ー
バ
ン
デ
ザ
イ
ン
や
都
市
研
究
の
視
点
を
得

る
こ
と
が
で
き
る
。
同
時
に
、
デ
ー
タ
＝
実
現
し
た
現
れ

を
捉
え
る
こ
と
も
意
味
深
い
。
そ
れ
ぞ
れ
の
都
市
で
人
が

暮
ら
し
て
い
る
と
い
う
事
実
（
の
断
片
）
を
目
撃
す
る
こ
と

で
、
個
々
の
都
市
の
息
づ
か
い
を
感
じ
、
都
市
が
幸
せ
な

人
生
の
舞
台
で
あ
っ
て
ほ
し
い
と
い
う
思
い
を
新
た
に
す

る
の
だ
。

　
最
近
は
都
市
探
訪
を
自
分
の
血
肉
に
し
て
い
く
処
理
が

追
い
つ
か
な
い
の
が
課
題
で
も
あ
る
が
、
と
も
あ
れ
今
日

も
ま
ち
を
歩
く
。

1 東京大学生産技術研究所原研究室（編），住居集合論 I・II，鹿島出版会，2006．


